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◆労働力調査（平成16年度平均）　　4月26日（総務省）  

　・平成１６年度では、完全失業率は前年度比０．５ポイント低下の４．６％で、２年連続の低下。男女別には、男性４．８％、女性

４．３％と前年度に比べ、男女とも０．５ポイントの低下。 

◆一般職業紹介状況（平成16年度平均）　　4月26日（厚生労働省）  

　・平成１６年度の有効求人倍率は、０．８６倍で前年度０．１７ポイント上回った。 

◆消費者物価指数（平成16年度平均）　　4月26日（総務省）  

　・平成１６年度の消費者物価指数は前年度比０．１％の下落と、平成１１年度以降６年連続で下落。 

◆企業行動に関するアンケート調査～平成16年度～　　4月28日（内閣府）  

　・雇用者数の変化は、過去３年間では年度平均１．８％減、今後３年間では同０．８％増の見通し。 

◆平成16年における死亡災害・重大災害発生状況　　4月28日（厚生労働省）  

　・平成１６年の労働災害による死亡者は１６２０人で、これまで最少であった平成１５年をさらに下回った。 

◆こどもの日にちなんだこどもの数の推計　　5月4日（水）（総務省）　  

　・平成１７年４月１日現在の子供の数（１５歳未満人口）は１７６５万人、総人口の１３．８％で過去最低。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

4月11日～5月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

平成１６年事業所・企業統計調査　結果概要　　４月２７日（総務省） 

～３年前に比べ、事業所数及び従業員数ともに減少～ 
　16年６月１日現在で、民営事業所数は572万９千事業所、従業員数は、5,215万９千人で、うち、男性2,998万５千
人、女性2,217万５千人となっている。平成13年と比べると、事業所数は40万９千事業所（6.7％）減少、従業員数は
275万３千人（5.0％）減少した。 
　従業員数の男女の割合を見てみると年々、構成比率の差が縮まってきている。 
　１事業所当たりの従業員数については、平成13年と比べると、事業所数、従業員数ともに減少したものの、事業
所の減少率が従業員数の減少率を上回ったことから、8.9人から9.1人へと0.2人の増加となった。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

-0.2 

5.0 

9.2 

-2.4 

-5.3 

-4.4 

5.7 

-5.8 

-14.9 

-2.4 

-9.8 

0.1 

-9.0 

-14.4 

7.1 

-7.1 

-8.0 

-9.0 

-9.2 

 

22.0 

4.2 

-3.1 

12.4 

17.1 

17.5 

19.1 

17.6 

16.0 

20.7 

17.2 

19.6 

15.2 

12.4 

18.1 

15.0 

14.0 

12.0 

11.2 

 

19.9 

1.5 

0.6 

12.0 

13.7 

13.0 

20.5 

15.2 

5.5 

20.9 

10.5 

13.5 

11.6 

6.2 

21.6 

10.3 

8.8 

11.6 

7.7 

 

0.59 

0.59 

0.54 

0.64 

0.83 

0.76 

0.76 

0.78 

0.79 

0.83 

0.84 

0.84 

0.86 

0.89 

0.91 

0.90 

0.91 

0.91 

0.91

1.05 

1.01 

0.93 

1.07 

1.29 

1.20 

1.13 

1.24 

1.27 

1.32 

1.29 

1.27 

1.33 

1.44 

1.43 

1.38 

1.41 

1.48 

1.35

3.1 

3.5 

6.6 

6.2 

5.7 

7.1 

6.7 

7.4 

7.3 

7.4 

5.1 

4.9 

4.6 

4.1 

4.1 

3.7 

2.0 

1.7 

0.9p 

 

-0.3 

-0.4 

-0.7 

-0.4 

0.6 

0.2 

0.1 

0.7 

0.6 

0.6 

0.7 

0.8 

0.7 

0.7 

0.7 

0.8 

0.7 

0.6 

0.5p 

 

-2.6 

-2.9 

-4.6 

-2.2 

-0.7 

-1.1 

-1.1 

-0.4 

-0.6 

-0.6 

-0.6 

-0.4 

-0.2 

-0.3 

-0.2 

-0.1 

0.1 

0.1 

0.1p 

 

-1.2 

-1.3 

-2.5 

-2.3 

-1.0 

-1.8 

-1.7 

-1.3 

-1.4 

-1.4 

-0.5 

-0.4 

-0.4 

-0.4 

-0.2 

-0.2 

0.2 

0.2 

0.4p 

 

1,472,596 

1,534,182 

1,486,484 

1,670,065 

1,956,329 

1,881,985 

2,085,432 

2,016,387 

1,835,170 

1,851,809 

1,857,204 

1,916,956 

2,022,091 

2,088,862 

2,132,912 

1,993,904 

2,044,534 

2,107,621 

2,318,151

新規求人数 月間有効求人数 

前年比 前年比 

有効求人 
倍率 

新規求人 
倍率 

常用雇用(前年比） 

季調値 季調値 製造業 
 

一般労働者 
（前年比） 

パートタイム 
労働者 

2000年 

01　 

02　 

03　 

04　 

04年　月 2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12

05年　月 1 

2 

3

04年　月 2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12

05年　月 1 

2 

3

2000年 

01　 

02　 

03　 

04　 



％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

万人 万人 万人 万人 万人 ％ ％ ％ ％ 

48

最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2005.6

現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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生活時間 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　1日をどのように生活し、うちどの程度働いているのかといったことについて調べている統計としてはど
のようなものがあるでしょうか。こういったことについて調べている統計調査にふれてみたいと思います。
なお、生活時間の一部である労働時間については、「毎月勤労統計調査」、「賃金構造基本統計調査」、「労
働力調査」、「国勢調査」など様々な調査がありますが、これについては2004年6月号で説明しています。 
 
総務省統計局「社会生活基本調査」 
　この調査は、国民の生活時間の配分及び自由時間等における主な活動（「インターネットの利用」、「学習・
研究」、「スポーツ」、「趣味・娯楽」、「ボランティア活動」、「旅行・行楽」等）を調べることを目的とし、
５年ごとに実施されているものです。どのようなこと（行動）をどのくらい（時間）行われているか調べ
られるものですが、行動については、20種類、３区分（睡眠、食事など生理的に必要な活動を「1次活動」、
仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動を「２次活動」、これら以外の各人が自由に使
える時間における活動を「3次活動」）の分類がなされています（図表１参照）。 
　また、2001年調査において、従前の調査票と同形式の調査票である調査票Ａ（プリコード方式）に加え，
生活時間の配分の詳細な結果を得るために，新たに調査票Ｂ（アフターコード方式）が並行して導入され
ています。つまり、調査票にあらかじめ記載された行動分類を記入者自身が選択するのではなく、調査票
に記入者自身が個々の行動を日誌のように記入し、集計の段階で行動分類に対応させる方式がとられまし
た（図表２参照）。 
 
NHK「国民生活時間調査」 
　この調査は、人々の1日の生活を時間の面からとらえ、生活実態に沿った放送を行うのに役立てるととも
に、時間の面からみた日本人の生活実態の基本データを収集することを目的として、５年ごとに行われて
います。 
　生活行動を大きくは3分類（必需行動、拘束行動、自由行動）、小さくは27に分類されています。 
　また、この調査の特徴として、同時に複数の行動をしている場合には、そのすべてを記入することとな
っています。  
　なお、この調査は従来アフターコード方式が使われてきましたが、2000年調査については、記入された
行動を分類するための専門の訓練を受けた人を確保することが難しいことや、結果報告までの時間短縮の
必要性から、プリコード方式が使われています。 
 
　このような調査は、調査対象者のプライバシーに深く関わり、記入負担が重いためか、ほかにはあまり
見当たらず、連合総合生活開発研究所「生活時間の実態に関する調査」（1997年）があるくらいです。 
 


